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技術の高度化と経営戦略
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技術革新のテンボがますます速くなりつつある。マイクロ・エレクトロニ
クス，新素材技術，バイオテクノロジーなど各方面の科学技術知識が，大
学，研究所など各機関によって目覚ましい率で産み出されてきている。各企
業は，そのような技術知識を吸収利用すると同時に，自ら研究開発を行い，
その成果を製品革新や工程革新に適用している。このような技術革新の適用
により，技術の複合化・システム化が促進させられている。また，このよう
な技術の高度化により，製品がユーザーの多様なニーズに応えうるようにな
るとともに，生産工程がより従業員にとって快適なものとなってきていると
いえるであろう。
ただし，このような技術の高度化が追求されてきた基本的動機の中に，低
成長経済環境に対する各企業の現状打開策という側面があることに言及しな
いわけにはいかない。そのような打開策の他のオプションには，多角化，国
際化，などがあろう。その両者の基礎を形成するためにも，またその両者の
行き詰まりを打開するためにも，技術の高度化への対応がなされてきている
といえるであろう。
われわれは，このような技術の高度化への対処にあたって，各企業が経営
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戦略をどのように方向づけており，またその結果どのような影響が現われて
いるかを調査するために，「技術の高度化と経営戦略についての質問調査
(1) （2) 
票」をデザインし，それを製造業企業500社に発送し回答を依頼した。得ら
れた回答は， 170社にのぼり， 各社の「技術高度化のもとでの経営戦略」へ
の強い関心を反映しているように思われる。本稿は，この調査票に対する回
(3) 
答についての分析結果を検討することをねらいとするものである。
Il 回答企業の構成
回答企業の業種構成は表ー1のようなものであった。
また，資本金，上場区分，総資産，従業員，売上高，創業年数についての
構成は，表ー2から表ー7のようなものであった。
(1) 「技術の高度化と経営戦略についての質問調査票」の作成•発送などにあた
り，関西大学経済・政治研究所の資金的援助を受けたことを記し，謝意を表しま
す。筆者は同研究所の地域経済研究班の一員として，「大阪圏のハイテクノロジ
ー産業」について研究を行うことになっているが，その研究の一環として，この
質問調査票をデザインしたものである。質問調査票の作成にあたり，加護野忠男
神戸大学助教授，金井壽宏神戸大学講師の両氏にアドバイスをいただいたことを
記し謝意を表します。
より包括的な分析結果は，関西大学経済・政治研究所の刊行物として発表を予
定している。
(2) 製造業企業500社としては，株式市場上場企業の中から，日経 NEEDS財務テ
ープを用いて売上高上位企業350社余をまず選び， それにダイヤモンド企業ラ•ン
キングによって，売上高成長性上位170社，．特許件数主要100社， 広告宣伝費上
位200社の中から前述の350社以外の150社をつけ加えた。
なお回答数は170社で，回収率は34％と三分のーを上回った。
(3) 統計計算を行うコンビュークとしては，関西大学情報処理センクーのFACOM
M-180 lADを用い，プログラムとしては，主に SPSSを用いた。
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表ー1 回答企業の業種構成
産 業 1 度 数 1バーセンート
食 料 品 20社 11.8 
繊 維 6社 3.5 
紙パルプ 5社 2.9 
化 学 28社 16.5 
石油・石炭製品 2社 1.2 
窯業・土石製品 8社 4.7 
鉄 鋼 14社 8.2 
非鉄金属 7社 4.1 
金属製品 3社 1.8 
一般機械 17社 10.0 
電気機械 27社 15.9 
輸送機械 18社 10.6 
精密機械 6社 3.5 
そ の 他 9社 5.3 
合 計 I 170社 1100.0 
表ー 2 資本金
資 本 金 1度数 Iパーセント
1億円～ 5億円未満 1社 0.6 
5億円～ 10億円未満 5社 2.9 
10億円～ 30億円未満 33社 19.4 
30億円～ 50億円未満 27社 15.9 
50億円～100億円未満 50社 29.4 
100億円以上 54社 31.8 
合 計 | 170社 I100.0 
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表←3 上場区分
上 場 区 分 1度数 1パーセント
一部 上場 145社 85.3 
二部 上 場 23社 13.5 
そ の 他 碑 1.2 
合 計 I 170社 1 100.0 
表ー4 総資産
総 資 産 1度数 パーセント
50億円～ 100億円未満 1社 0.6 
100億円～ 300億円未満 1砥 10.6 
300億円～ 500億円未満 16社 9.4 
500億円～1,000億円未満 50社 29.4 
1,000億円～3,000億円未満 49社 28.8 
3,000億円～5,000億円未満 1祉 8.2 
5,000億円以上 2砥 13.0 
合 計 I 170社 1 100.0 
表ー5 従業員
従 業 員 1度数 1.,ぐーセント
300入～ 500人未満 紐 2.4 
500人～ 1,000人未満 18社 10.6 
1,000人～ 5,000人未満 100社 58.8 
5,000人～10,000人未満 25社 14.7 
1万人以上 23社 13.5 
合 計 I 170社 .1 100.0 
1. 分析の方針
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表ー6 売上高
売 上 高 1度数 Iパーセント
100億円～ 500億円未満 28社 16.5 
500億円～1,000億円未満 49社 28.8 
1,000億円以上 93社 54.7 
合 計 | 170社 I 100.0 
表ー7 創業年数
創 業 年 数 1 度数ヤーセント
10年～ 20年未満 1社 0.6 
20年～ 30年未満 9社 5.3 
30年～ 50年未満 70社 41.2 
50年～ 70年未満 45社 26.5 
70年～100年未満 32社 18.8 
100年以上 13社 7.6 
合 計 I 170社 l100.0 
皿分 析
(427)69 
以上のような構成からなる回答企業によってなされた回答を以下で検討し
ていきたい。その分析に当って，まず諸側面の記述を行う。それから技術高
度化のもとでの経営戦略を有効に論ずるための合成変数・因子の発見を，各
側面について因子分析を適用することによって行いたい。
2. 諸側面の統計的記述
(1) 多角化
貴社は昭和48年以後，産業分野を越えた多角化を行ったかどうかの問いに
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対し， 170社中76社が行ったと答えている。また従来の事業分野の中での集
中型多角化やフルライン型多角化を行ったと答えた企業は92社にのぼってい
る。その場合新規事業が，既存事業とどのような関連をもっていたかについ
ては，表ー8のような答えがえられた。
表ー8
トークルサノ、 業産角業化に関をを越行しえた企多集中型企ン業型多角多化角関，化しフル新規事業と従来の事業との関連 プルに関して てった っラたイ に てを行
I 
1. 原材料，部品供給の分野 13社 7社 6社
2. 二次加工分野 32社 17社 15社
3. 製品流通販売分野 21社 12社 9社
4. 技術・市場関連分野 51社 31社 21社
5. 技術関連分野 59社 41社 18社
6. 市場関連分野 30社 21社 9社
7. 無関連分野 19社 18社 1社
8. 副産品・連産品分野 17社 10社 7社
(2) 今後の多角化の方向
今後の多角化の方向として，重視しているもの上位3つを選んでもらった
表ー9
今後の多角化の方向 1第1位1第2位1第3位1 計
1. 新規事業への進出は考えずに既存事業分野に重点 38社
をおく
5社 15社 58社
2. 原材料，部品供給分野への進出 1社 9社 13社 23社
3. 二次加工分野への進出 6社 18社 20社 44社
4. 製品の流通分野への進出 祉 祉 15社 23社
5.へ技の進術能出力，研究開発能力を有効に利用できる分野 103社 35社 15社 153社
6. 販売能出力，企業イメージを有効に利用できる分野 10社
への進
71社 33社 11位
7.な既進存出事業とはつながりのない成長分野への積極的 6社 17社 36社 59社
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が，それぞれの方向についての回答数は表ー 9のようなものであった。
技術能力，研究開発能力を有効に利用できる分野への進出，販売能力，企
業イメージを有効に利用できる分野への進出が大きな比重を占めていること
が読みとれる。中でも，前者についての取組み方の高まりは印象的である。
(3) 海外への対応
各社の最近5年間における，海外への対応は表ー10のようなものであっ
た。外国企業から特許・ノウハウを導入する (93社）方が，外国企業に特許
を供与 (59社）するよりも，まだ多い。ただし，現地工場の設立・買収にふ
みきったケース (68社）も増加してきているという印象が見られる。
表ー10
1. 外国企業から特許・ノウハウを導入
2. 自社海外販売子会社を通じて自社プランドで販売
3. 商社を通じて自社プランドで販売
4. 外国企業を通じて OEMで販売
5. 外国企業に特許を供与
6. 現地工場の設立・買収
(4) 人的資源の活性化
技術高度化のもとで，
人的資源の活性化をはか
るため，社内教育，職能等
級制度，ローテーション
人事がかなり積極的に行
われ，管理職登用・昇級
試験もある程度実施され
ていることがわかった。
表ー11
人的資源の活性化
社 内 教 育
職能等級制度
ローテーション人事
管理職登用・昇級試験
選 択 定 年 制
(5) 生産工程革新と製品革新の影響
93社 54.7% 
80社 47.1% 
98社 57.6% 
32社 18.8% 
59社 34.7% 
68社 40.0% 
度数 lパーセント
154社 90.6% 
113社 66.5% 
107社 62.9彩
69社 40.6% 
28社 16.5% 
技術高度化に対処するための各企業による生産工程革新と製品革新が，色
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々なインパクトを各方面
に及ぼすことが考えられ
る。「生産工程革新と製
品革新が及ぼす影響の大
きなものはどのものです
か」という問いに対し，
3つを選んで回答しても
らうことにしたが，その
結果，各項目についての
記入数は表ー12のような
ものであった。
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表ー12
技術革新の影響
同業他社への技術的剌激
同業他社へのコスト削減への刺激
関連企業への技術水準向上への刺激
関連企業へのコスト削減への刺激
流通業者の流通方法へのインパクト
従業員の労働内容
顧客の企業へのイメージ
地域経済の発展への寄与
ユーザーの生活の質的向上
3. 経営戦略解明のための諸因子の発見
l回答数
I 132社
83社
41社
33社
16社
51社
101社
8社
9社
質問票から得られた個々の質問への回答は，それぞれ意味のある変数をな
している。ただし，それらを用いて種々の関係を解明していくには，当初の
変数が多過ぎる。そこで，各側面についての各種の変数の集約を試みること
にした。
(1) 環境因子
企業の戦略はその環境の特性に依存して決定されると思われる。その環境
特性として，どのような次元・因子があるかを主因子分析を用いて調査する
ことにした。基本的には，調査票の環境に関する質問項目とそれに加えて，
各種の目標も戦略の環境要因であるとして，対象に加えた。また技術の状態
も戦略決定の重要な環境であると考え，追加した。以上のような変数を対象
に因子分析を行った。その結果第1番目の因子としてハイテクノロジ一性と
もよぶぺきものを見出した。つまりある企業が戦略を立てるとき，その企業
が概してハイテクノロジーであるかどうかということが，その戦略の内容・
方向に大きな影響を与えるだろうということである。そのハイテクノロジ一
性という因子は，技術革新目標とか，技術力，技術開発力，．品質管理の程度，
因子名 I
ハイテク
ノロジ一性
不安定性
異質性
現境トレン
ド影響性
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表ー13
関 連 変 数
技術革新目標(.544)，会社の社会的イメージC.576)，技
術カ(.607)，技術開発カ(.708)，品質管理の程度(.573),
知識労働者の比重(.536)
生産技術の変化のスピード(.445)，競争業者の行動変化
(.372)，マイクロ・エレクトロニクス技術(.809)，コン
ビューク関連技術C.713)，通信技術(.464)，メカトロニ
クス技術(.660)，素材技術(.442)
企業の各事業についての市場面での異質性C.703)，技術
面での異質性C.841)，原材料，部品の異質性(.739) 
政府の政策変化(.382)，外国における技術変化の動向
(.668)，国内における技術変化の動向(.515)
(431)73 
1固有値（％）
5.731 
(50.8%) 
2.736 
(24.2%) 
1.581 
(14.0%) 
1.234 
(10.9%) 
（ ）中の数字は当該因子と関連変数との相関係数を示している。
知識労働者の比重，という変数と正の相関をもつようなものである。
第2番目に不安定性という因子を見出したが，それは生産技術の変化のス
ピード，競争業者の行動変化，各種の技術の影善をどれ程受けているかなど
の変数と高い正の相関をもつものである。したがって技術的不安定性と名づ
けてもよい性格のものである。
第3番目は，異質性という因子で，企業がもっている各事業が市場面でど
れほど異質性をもっているか，技術面でどれほど異質性をもっているか，原
材料，部品面でどれほど異質かという変数と高い正の相関をもつようなもの
である。
最後に，環境トレンド影響性という因子が見出されたが，それは，現に生
じつつある大きな流れをどれほど直接に受ける立場にあるか，あるいはそれ
をどれほど意識するかという側面を表わすものである。たとえば，政府の政
策変化，外国における技術変化の動向を気にしている，国内における技術変
化の動向を重視している，などの変数と強い正の相関をもつようなものであ
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る。たしかに環境トレンドは，各社に等しく影響を及ぼしている。ただし，
ある企業が他社よりも早くそれを，知覚することがありえる。企業規模が大
であるような企業や技術革新の根源的変化の一番激しい所の近くに位置して
いる企業は，他の企業よりも環境トレンドの影響をより強く受けるであろう
し，それだけ強く環境トレンドの影響を知覚するであろう。このような知覚
された環境トレンドの影響性が，環境因子の第4番目のものである。
(2) 戦略因子
次に企業の展開する戦略にはどのような次元，因子があるかを見出すため
因子分析を行った。戦略は製品・市場戦略，事業戦略，職能別戦略，などの
層にわけられる。しかしそのような層別の区分ではなしに，質問票で問われ
た各種の戦略すなわち，新製品開発戦略，広告販売戦略，流通戦略，価格戦
略，技術戦略，研究開発戦略，生産戦略，などがどのように機能的に類似の
グループに分割されるのかを検討するため因子分析を行いたい。
これらの問いに対する答えは，かなり各社の主観的知覚や姿勢を反映した
ものであり，客観的な実態とはギャップがある可能性がある。たとえば新製
表ー14
因子名| 関 連 変 数 1固有値（％）
イノ 新製品開発に積極的(.687)，研究開発に積極的(.781), 4.895 
ペー ション オリジナルな技術の創造(.751)，諸技循の結合力の育成 (48.1%) 
(.550)，基礎研究(.563)
新製造方法の開発C.409)，品質第一(.336),．コストの低 2.508 
効率化 減(.477)，製造工程の効率化(.803)，省力化(.809)，製 (24.6%) 
造工程の革新・高度化C.673)，働きやすい職場(.517)
ネーミング・パッケージによる製品差別(.756)，新聞雑
製品差別化 誌等によって(.759)，小売店への働きかけ(.729)，流通業 1.620 
者の要求に合致した価格設定C.483)，モデル・チェンジ， (15.9彩）
デザインの研究(.403)
自社能力の 流通チャネルを直販とすること(.342)，要素技術の展開 1.162 
拡大・改良 (.410)，部品の内製化による技術水準向上(.455)，既存 (11.4彩）
製品の改良C.445)
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品開発にきわめて積極的であるつもりなのだが，硯実にはそれほど成果をあ
げていないということもありうる。その意味でデークとしての問題点を含ん
でいる。それにもかかわらず，各企業が戦略展開にあたって重視している各
種の戦略要素を，いくつかのグループにまとめることによって各企業の戦略
マップ，ひいては戦略の型を識別するのに貢献するであろう。
その結果としては，「イノペーション」ということを基本とする戦略，効
率化を基本とする戦略，製品差別化を基本とする戦略，自社能力の拡大・改
良を基本とする戦略という四つの戦略因子を見出した。（表ー14参照）
イノペーションという戦略は，研究開発に積極的である，オリジナルな技
術の創造をめざしている，諸技術の結合力の育成をはかっている，あるいは
基礎研究を重視している，などの変数と正の相関をもつようなものである。
効率化という戦略は，コストの低減，働きやすい職場，製造方法，製造工
程の効率化，省力化，製造方法の革新と強い相関をもつものである。以上の
中で，働きやすい職場が効率化戦略因子と関連するのは，興味深い点であ
る。
次に，製品差別化戦略は，新聞雑誌等に働きかける，小売店へ働きかけ
る，流通業者の要求に合致した価格設定を行う，モデルチェンジ，デザイン
の研究をする，などと正の相関をもつものである。
最後に，自社能力の拡大・改良という戦略は，流通を直販とする，要素技
術を展開する，部品の内製化による技術水準の向上をめざす，既存製品の改
良をはかる，などと強い正の相関をもつものである。
(3) 意思決定システム因子
意思決定システムについて因子分析を行うと，意思決定モデルの修正度と
もよぶべき因子がまず見出される。それは QC等を通じた集団学習の成果か
ら学ぶ，失敗や不適合から学ぶ，各職能分野でなされている成果から学ぶと
いう変数などと高い正の相関をもつようなものであり，意思決定モデルを，
環境の変化に適合するように修正していく能力のことである。
次の因子は，意思決定の迅速さ， したがって適応能力の高さにもつながる
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因子名 I
意思決定モ
デルの修正
度
意思決定の
迅速さ
企業価値の
浸透度
第 28巻第 3 号
表ー15
関 連 変 数
失敗や不適合から学ぶようにする(.634)，各職能分野で
なされている学習 (.618), QC等を通じた集団学習
(.612)，環境の変化に適応的に考え方を変える(.438),
失敗から学ぶ(.388)
新たな事態への適応がすばやい(.775)，重大な決定を果
敢に行う (.666)，小回りのきく決定(.606)，強力なリー
ダーシップ(.511)，高い目標，（．403)
経営理念(.746)，企業に固有の価値を強調(.579)，オリ
ジナルな発想(.576)，将来についての共有されたビジョ
ンC.413)，創業者・歴代経営者のものの考え方(.380)
1固有値（％）
6.168 
(64.1彩）
1.610 
(16.7%) 
1.068 
(11.0彩）
ようなものである。それは，新たな事態への適応がすばやい，重大な決定を
果敢に行う，強力なリーダーシップにより多少の反対でものり切る，小回り
のきく決定，環境変化に適応的に考え方を変えるという変数と強い正の相関
をもつものである。
最後に，企業価値の浸透度という因子が考えられる。それは，企業価値の
浸透をバネに意思決定を行っていく程度を表わしたものである。それはオリ
ジナルな発想をもっている，企業に固有の価値を強調する，或いは経営理念
という情報ストックが重要なバネになっている，などと強い相関をもつ変数
である。
(4) 立地因子
立地要因について因子分析を行うと， 3つの因子を識別できる。一つはイ
ンプット要素についてのメリットともよぶべきもので，当該地域の技術水準
が高い，労働力が優秀，優秀な関連産業がある，労賃が安い，飛行場がそば
にある，などと強い正の相関をもつものである。
次の因子は，集積の利益ともよぶべきもので，原材料・部品の供給が受け
やすい，規模の経済性を満たす，需要地に近い，全般的交通の便がよい，な
どと正の相関をもつものである。
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第三番目には，情報の吸収とも名づけられうるもので，ニーズのフィード
バックがしやすい，需要地に近い，優秀な関連産業があるなどの変数と強い
正の相関のある合成変数である。
表ー16
因子名 I 関 連 変 数 1固有値（％）
翌インプット 当該地域の技術水準が高い(.875)，労働力が優秀(.831), 2.859 につい 優秀な関連産業(.456)，労賃が安い(.451)，飛行場がそメリッ (47.1%) 
卜 ばにある(.425)
原材料・部品の供給がうけやすい(.911)，規模の経済性 1.662 
集積の利益 を満たす(.572)，需要地に近い(.496)，全般的交通の便 （町．4彩）
（．位2)
ニーズのフィードバックがしやすい(.951)，需要地に近 0.965 
情報の吸収 (15.9彩）い(.448)，優秀な関連産業C.346)
(5) 成果因子
成果については，表ー17で示したように四つの因子を見出した。第1番目
は客観的経済成果とも名づけられうるもので，同業他社に比較して，投下資
本利益率，利益伸び率，などの経済成果が高かったかどうかという変数群と
正の相関をもつようなものである。
第2番目には，目標経済成果達成度と名づけうるもので，自社の長期目標
との関係での，利益伸び率，投下資本利益率などの評価と正の相関をもつも
のである。論文末尾にある質問票を見てもわかるように，各種の経営成果に
ついて，各社の長期目標との関係でどう評価するか，同業他社との比較でど
う評価するかの二つの問いを設定した。その結果，長期目標との関係と，同
業他社との比較が，経済成果に関して異った因子として識別されたことは，
当然であるとはいえ，興味深い。
一方，第3番目の経営資源蓄積成果と，第4番目の企業の提供する誘因の
アップについては，以上と対照的に，同業他社との比較と，長期目標との関
係との双方について，表ー17で示した関連変数と正の相関をもつことが見出
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された。
因子名 I
客観的経済
成果
目標経済成
果達成度
経営資源蓄
積成果
企すア業るッ誘のプ提因供の
第 28巻第 3 号
表ー17
開 連 変 数
配当率(.822)，投下資本利益率(.706)，株価(.676)，利
益伸び率 (.625)，売上高伸ぴ率 C.625)，市場占有率
(.481)，新製品比率(.389) （以上すべて⑧）
利益伸ぴ率C.801)，投下資本利益率C.798)，売上高伸び
率(.700)． 株価 (.571)． 配当率 (.499)， 新製品比率
(.413) （以上すべてR)
情報システムの改善⑭(.653)，人材育成⑮(.636)，人材
育成⑧(.595)，情報システムの改善＠（．535)，工程の自
動化革新⑮(.510)，企業の社会的イメージ⑭(.466)
従業員の定着率⑧C.749)，従業員のモラール⑧(.698),
従業員の定着率⑭C.601)，従業員のモラール⑭(.601),
品質の向上＠（．538)
1固有値（％）
8.989 
(63.0%) 
2.644 
(18.5%) 
1.542 
(10.8%) 
1.098 
(7.7%) 
(R，⑮を記したものについて，⑧は同業他社との比較，⑭は自社目標に対する満
足度に関連する変数である。 ） 
w 発見された仮説
1. 仮説発見の方針
以上で集約された合成変数を用いて，経営戦略策定上意味のある仮説を発
見していきたい。そのため，回答企業170社を，技術の高度性にしたがって
(4) 
3分割する。さらに，それぞれのグループを，その客観的経済成果が当該グ
ループの平掏を上回るものと下回るものとの二つのサブグループに分割す
る。これらのグループ，サブグループ間で，有効な戦略・意思決定システム
がどのように異なるのか，それを説明するキーボイントがどのようなもので
あるかを考察したい。
(4) 成果についての因子分析で見出された尺度である。関連変数のスコアの平均を
もって，その値とすることにした。
技術の高度化と経営戦略（広田俊）
2. ハイテクノロジ一性による区分
(437)79 
(5) 
先に環境因子の1つとして見出したハイテクノロジ一性についての得点の
高い順に上位48社をグループ1，中位87社をグループ2,下位31社をグルー
プ3(4社は計算できず）に分割した。この回答を送付いただいた企業を対
象として，各企業によるハイテクノロジ一性についての自己評価をもとに，
グループ分けをはかったものである。各グループ毎の産業構成は次の表ー18
のようになる。
表ー18
産 業 Iハイテクノロ Itテクノロジー1ローテクノロIジーグループ ループジーグループ 計
食 料 品 ， ， 2 20 
織 維 3 3 ゜ 6 紙パルプ 1 2 2 5 
化 学 10 i6 2 28. 
石油・石炭製品 ゜ 1 1- 2 窯業・土石製品 2 6 ゜ 8 鉄 鋼 4 5 5 14 
非鉄金属 1 4 2 7 
金属製品 ゜ 3 ゜ 3 一般機械 3 10 4 17 
電気機械 11 ， 5 25 
輸送機械 2 10 5. 17 
精密機械 1 3 2 6 
そ の 他 1 6 1 8 
合 計 I 48 I 87 | 31 I 166 
(5) その計算にあたっては，先に示したハイテクノロジ一性の関連変数のスコアの
平均をとるという方法をとった。以後の合成変数についても，同様に関連変数の
スコアの平均をとることにする。
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3. 各グループ毎の戦略，意思決定システム
，，、イテクノロジ一性で区分された 3つのグループ毎の合成変数の値を図示
したい。その際，客観的経済成果が平掏より高いサプグループと，平均より
低いサプグループとにわけて図示する。その際の合成変数は，関連変数の単
純平均として求められ，そのスコアが低い程，当該合成変数の性質がより強
いことを示すとされている。
(1) 戦略の差異
，，、イテクノロジ一性によって区分されたグループ毎の戦略変数の差異はそ
れ程大きくないが，ハイテクノロジ一性の高いグループ程イノベーション戦
略，効率化戦略，製品差別化戦略，自社能力の拡大・改良戦略の重視のされ
方が強い（スコアが低い）という傾向がある。成果に関するサブグループ毎
の差異としては，ハイテクノロジ一性中位グループについてその差異がほと
んどみられず，ハイテクノロジ一性上位及び下位のグループにおいて若干の
差異がみられる。このことはハイテクノロジーな産業か或いは技術水準の低
ィ.lベー ション戦略
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い産業において，戦略の差が成果の差異をもたらすと予測される。
特に，イノベーション戦略と製品差別化戦略がより重視されるということ
がハイテクノロジー・グ）レープにおいてはより高い成果に結びつくのに対
し ローテクノロジー・ グループにおいては，これら両戦略の重視がより低
い成果と結ぴついている。それは，低成果ゆえにこれらの両戦略が相対的に
重視されるという関係があるものと解される。他面，ローテクノロジー・グ
ループにおいては，これらの両戦略をそれ程重視しない方が高い成果につな
がるという閲係があるとも考えられる。
以上の二戦略とは異なり，効率化戦略と自社能力の拡大・改良戦略の重視
はハイテクノロジー・グループ， ローテクノロジー・グ）レープの双方におい
て低い成果と結びついている。このことは，両グ）レープにおいて，低成果が
この種の戦略の重視をもたらすという関係を示しているように思われる。
自社能力の拡大・改良戦略
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(2) 意思決定システムの差異
次に意思決定システムの特性について検討を行う。戦略の差異が成果の差
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異につながるのはハイテクノロジー・グループとローテクノロジー・グルー
プとにおいてであったのとは対照的に，意思決定システムの差異が成果に明
確な差をもたらすのは中テクノロジー・グループにおいてである。そのこと
は企業価値の浸透度に関して著しい。
すなわち，一般的にはよりハイテクノロジ一性の高いグループにおいて，
企業価値の浸透度の重視の程度がより高いという傾向があるが，成果毎のサ
ブグループ間の差異はハイテクノロジー・グループにおいて僅少であり，中
テクノロジー・グループにおいてその差が最大である。意思決定システムの
差によって成果の差がもたらされるのは，中テクノロジー・グループにおい
てのみである。つまり，中テクノロジーグループでは意思決定システムの重
視が明確な成果上の差異をもたらしうるといえよう。
(3) 仮説
意思決定システムを組織の一側面と考えれば，組織の差によって成果の差
がもたらされるのは，中テクノロジー・グループにおいてである。ハイテク
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ノロジー・グループとローテクノロジー・グループとにおいては，中テクノ
ロジー・グループとは対照的に戦略の差異が成果の差異をもたらす。
そこで，ローテクノロジー・グループ→中テクノロジー・グループ→ハイ
テクノロジー・グループとハイテクノロジ一性が高まるにつれ，高成果を得
るためのカギが戦略→組織→戦略と移行するという仮説を提示したい。この
ことは，ローテクノロジー・グループにおいては戦略の方により広い選択が
許され，中テクノロジー・グループにおいては，組織の方により広い選択が
許され，ハイテクノロジー・グループにおいては，再び戦略の方により広い
(6) 
選択が許されるからではないかと考えたい。かって広田 (1981)が，ハイテ
クノロジー・グループに属すると思われる複写機産業企業の戦略一組織類型
の識別・分類を試みたときに，明確な戦略上の差異があるにもかかわらず，
組織や経営システム上の差異を明確化できなかった。そのことも，以上の仮
説の妥当性を支持するものではないかと考えたい。
V 結論
以上の議論を構成してきたイノペーション，効率化，製品差別化，自社能
カの拡大・改良という戦略を考えてみると，それらがいずれも技術と関連性
をもっているということを見過ごすことはできない。つまり，技術を通じて
イノベーションをはかり，技術を通じて効率化をはかり，技術を通じて差別
化をはかり，技術を通じて自社能力の拡大・改良をはかることができる。
その意味で技術が，すぺての戦略の根底にある。しかしながらA.M．カン
トロウが指摘しているように，技術に対する企業の一般的な戦略的駆識は不
十分なものであったといえよう。
それから，イノペーション，効率化，製品差別化，自社能力の拡大・改良
という各戦略はおそらくサイクルを描きながら進行すると考えられる。まず
イノベーションを志向し，それが成功した段階で，それを効率化に向ける。
(6) 広田俊郎 (1981)「成長産業における経営戦略一組織類型」「商学論集」（関西
大学）第26巻第5号
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さらに効率化によるコスト削減を製品差別化のバネとする。そして製品差別
化により得た経営資源を用いて自社能力の拡大・改良をはかるのである。
われわれは，対象を，ハイテク•ノロジー・グループ，中テクノロジー・グル
プー， ローテクノロジー・グループと三分したが，これらのそれぞれは，産
業成長の特定の段階に対応すると考えることもできる。ハイテクノロジー・
グループは，新商品の開発を常時行っているような産業の導入期にあるグル
ープ，中テクノロジー・グループは成長期にあるようなグループ，ローテク
ノロジー・グループは成熟期にあるようなグループである。われわれの議論
において，ハイテクノロジー・グループにおいてはイノベーション戦略，製
品差別化戦略が有効であったのに対し，中テクノロジー・グループではイノ
ベーション戦略の重視も当然のことながら，効率化戦略，自社能力の拡大・
改良戦略の重視が高成果と結びつきやすいという関係が示された。これらの
関係が成立し，技術の高度性と産業のライフサイクルとがある一定の対応を
もつものとすれば，産業の発展に応じて，技術を核とする戦略の重心が，ィ
ノベーション戦略から，効率化戦略へとシフトしていくといいうるであろ
う。
日々進行しつつある技術革新，技術の高度化に対処するには，このような
傾向があることをふまえることが必要であろう。すなわち戦略の重心を技術
の高度性に応じて適切に変化させること，反面で効率化至上主義に陥りがち
な産業の成熟に対処し，自社の技術的資源を生かしてより新たな事業を導入
すること，などの対応の必要性が示唆されるであろう。ただし導入した事業
に対し，戦略的対応を当初行うものの，ある段階から組織的対応を，またあ
る段階から戦略的対応を，というような戦略的課題のシフトにも注意を払う
ペきであるといいうるであろう。
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I技術の嘉度化と経営戦略についての質問調査票 I
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? ?ID 
技術革新のテンポはますます速くなりつつありますが、各企業はそのような事態へ対処していく•ことが求められてい
ます。私どもは、技術の高度化傾向が実際に各社の経営戦略をどのように方向づけており、またその結栗どのような影
響が現れるかを調査したく思い、質問調査票をデザインいたしまし茄お忙しい中を恐縮でございますが、回答1ここ＾協
力いただければ幸いに存じます。回答の内容は集計した形で統計分析を行いますので、外部に直接現れることはござい
ませんことを申し添えさせていただきます。
なお、ご回答をいただいた企業には、分析結果を今年9月末日までに、ご送付させていただきますので、よろしくお
願い中し上げますか
ご回答に当たりましては蝙質問調査票に直接ご記入いただきたく存じます。通常、回答に関連する選択肢の番号にO
印をおつけいただくことになっておりますが、それ以外の形式のものについては、指示を参照お願い申し上げますc
1983年3月
亡］月［コ日までに
回答済の調査稟を御返送下さい。
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問 0. はじめに
1. 貴社の資本金（払込済み）は現在いくらですか。該当するものに0をつけて下さい。
( 〕Il 5,000万円未満 （ 〕121 5,000万円～ 1位円未満
( J {3) I位1q~5億円未満 （ 〕14) 5位円～10位円未満
〔 〕15) 10低円～30低円未満 （ 〕16)・30位円～50低円未満
〔 〕（7) 50億円～100低円未満 ( ) (81 100億円以上
2. 株式は1部上場ですか。それとも2部上場ですか。該当するものに0をつけて下さい。
〔 ） （1 一蔀上場 〔 ） （21 二部上場
3. 総資産は次のどれに該当しますか。該当するものICOをつけて下さい。
( l (1) 10低円以下 ( J (21 10餘～ 〔 〕（31 50低～
( ) (41 100低円～ （ ） （51 300億～ （ ） （61 500低～
() (7) 1,000億～ l 〕（81 3,000億～ （） （91 5,000低～
（ ）皿 1兆以上
4.従業貝数（常用従業員数）は、次のどれに該当しますか。該当するものに0をつけて下さい。
( l (1) 50人未満 ( )(2) 50人～100人未満
( ) 13) 100人～300人未澁 ( l (4) 300人～500人未満
C l 151500人～1,000人未満 ( 〕（6) 1,000人～5,000人未満
( l (7) 5,000人～10,000人未満 ( l (8) 1万人以上
5. 最近1年間の売上はどの位ですか。該当するものICOをつけて下さい。
[ 〕(1 10位円未滋 〔 l 121 10鉱F]～50低円未満
f l (31 50低円～100低円未満 ( J (4) 100鉛円～500偉ITJ未満
( ) (51 500低円～ 1,000低円未澁 ( ) (6) 1,000低円以上
6.創業年数はどのようなものですか。該当するものに0をつけて下さい＾
( 〕(1) 5年以下 〔 〕（2) 5年～ （ J (3) 10年～ ) 141 2岬～
()(5)30年~ ().（6) 50年～ （） （7) 7~~ 〕18) 100年以上
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号
?
,.業種
鼓社の業種は次のどれに該当しますか、中心となる業種（売上高比率の最も大きい分野）の番号に1つだけ0を
つけて下さい。
製造業 1．農林水産業
2. 鉱業
3. 食料品
4. 繊維
5. 紙バルプ
6.化学 1.金属製品
7. 石油•石炭製品 12.一般機械
8. 窯業土石製品 13.電気機械
9. 鉄銅 14.輸送機械
10.非鉄金属 15.精密機械
16.その他製造業
問 2. 多角化
l. 毀社は昭和48年以後、以上の区分で示される事業分野以外への経営多角化を行われましたか。
〔 l l. 行った C l 2. 行わない
2. 貴社は昭和48年以後、毀社の所属する事業分野の中での、集中型多角化やフルライン型多角化を行われまし
たか。
（ 〕1. 行った （ 〕2. 行わない
3. 毀社が昭和48年以降、参人した新規多角化事業は既存事業とどのような関連をもっていますか。次の中から
選び0をつけて下さい。複数の事業があればそれぞれ該当するものICOをつけて下さい。
l. 原材料•部品供給の分野 2. 二次加工分野
3, 製品流通販売分野 4. 技術・市場関連分野
5. 技術関連分野 . 6. 市場関連分野
7. 無関連分野 8, 測産品・連産品分野
4. 批社は、今後の多角化の方向として、どれを重視されていますか。上位3つを選んで、その重要性の順に、
1.2.3，の番号を □内にご記入下さい。
l. 新規事業への進出は考えずに既存事業分野に重点をおく
2. 原材料、部品供給分野への進出
3. 二次加工分野への進出
4. 製品の流遥分野への進出
5, 技術能力、研究開発能力を有効に利用できる分野への進出
6. 販売能力、企業イメージを有効に利用できる分野への進出
7. 既存事業とはつながりのない成長分野への稼極的な進出
? ? ? ? ? ? ?
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問 3.技術
1. 貴社の主力製品の生産方法は、次のうちのどれに当たりますか。当該番号の前に0をつけて下さい。
〔〕（1) 個別受注生産（顧客の注文に応じて、単品或いは少呈で生産）
〔〕 12) 小ロロット生産（類似の製品を小さなバッチ、ロットで生産）
() 131 大ロロット生産（同種の製品を、大ロット、大バッチで生産）
() 14) 組立ラインによる大鼠生産（種々の部品を組立ラインを用いて大量生産）
〔） 15) 連続的な装阻生産（大規模な装置を用いて連続かつ自動的に生産）
2. :Cl社が、製品・サービスを生産する時の技術の高度さにつ・いておうかがいいたします。該当するものに0を
つけて下さい。
毀社の技術力は同業他社に比べ非常に商い。
黄社の技術開発力は秀れている。9
我社の生産工程はよく品質管理がなされている。
浪社で働く知識労働者の比重は非常に高い。
資社の関連会社の技術水準は非常に高い。・
???
??? ?
???
????? ???????
???
????ぃ
???
???? ???
???
? ?
?
4.立地
1.本社の所在地は次のどれに当たりますか．該当するものに0をつけて下さい。
() 1. 関東 （）．2. 関西 （） 3. 中部北陸 （） 4. その他（
2. 支店、営業所の数はどれくらいですか。 エ楊の数はどれくらいですか。ロニ□噸 ニケ所．
3. 各工場の立地は次のような要因によってどの程度決められていますか。該当するものに0をつけて下さい。
1) 当該地域の労貨が安い。
12) 当該地域の労働力が優秀である。
{3) 当該地域の技術水準が高い。
14) 規模の経済性を満たし得る諸条件がある。
15) 箭要地に近い。
16) ニーズのフィードバックがしやすい。
17) 当該地域には優秀な関連産業がある。
18) 原材料、部品の供給がうけやすい。
(91全般的交通の便がよい。
(10) 飛行場が近くにある。
(1l 土地が安い。
??
??????
??．??ぃ
????
? ゃ ．
??????
?? ?
? ??
??????
•よ??ヵ
? ? ??? ?
?????
?
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問 5. 目標
貨社の経営者は、次にあげる目標をどれほど重視していますか。該当するものに0をつけて下さい。
き重わめ視て か重な視り 重や視や わず考か媒に ほ無とん視ど
Il 投下汽本利益率 1 2 3 
12) 市場占有率の上昇 1 2 3 
131 新製品の比率 1 2 3 
(41 株価の上昇 1 2 3 
15) 自己資本の比率 1 2 3 
16) 製品ポートウォ・リオの構成． 1 2 3 
(7) 働きやすい職揚 1 2 3 
(81 会社の社会的イメージ 1 2 3 
(9) 技術革新 l 2 3 
問 6.組織
1. 投社の組織は、次のどれにあたりますか、 1つ選択して下さい。当該番号を0で囲んで下さい。
(1 職能制組織（例：製造部、販売部、財務部）
(2) 職能別事業部組織（例：製造事業諏販売事業部）
13) 製品別、業種別事業部組織（例：テレビ事業部）
(4) 地域別事業部制組織（例：中国・四国地方事業部）
151 顧客・販売）レート別m業部制組織（例：業務用製品事業部、家庭用製品事業部）
(61 混合形態（上記［二］と l~ との混合）
4 5 
4 5 
4 5 
4 5 
4 5 
4 5 
4 5 
4 5 
4 5 
2. 間接人貝の数は直接人且の数とどのような比率にありますか。ここで1|］接人員とは、管理者、専門的技術者、
オフィス労働者から成るものとし、直接人員とは、営業人員、技能エ、生産工程労働者、単純労働者から成
るものとします。概数で結構ですので、欄内にこ‘記入下さい。
(1) 会社全体 間接人員 10:［二ニ］直接人旦
(2) 工場のみ 1il接人且 10,：［二ニ□直接人貝
(3) 間接人員の中で女子の占める比率はどれくらいですか。欄内にこ＾記入下さい
男 10［ニコ女
3. 何らかの形で事業部制をとっておられる企業だけ次の(al~(c)の問いにお答え下さい。
(a) 事業部の数は、次の数のうちどれに該当しますか。該当するものICOをつけて下さい。
(〕 1) 2 ~ 5 () 12) 6 ~JO () (3) 11 ~20 
{〕（41 21-30 (〕 15) 31-50 (） （6l 51~100 
( 〕（7) 101以上
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(bl 各事業単位の業綾はどのように評価されていますか。該当するものICOをつけて下さい。
l ) Il 単一の基準で各事業単位の業績を評価する。
l J 121 複数の湛準で各事業単位の業緒を評価し、某準のウェイトは、事業単位によって同一であ
る。
( J (31 複数の基準で各事業単位の業績を評価し、基準のウェイトは、弔業単位によって異なる。
〔 ） （4) 各事業部の業績を全く異なった基準で評価する。
叫各事業単位の活動についての調整を行いますか。該当するものICOをつけて下さい。
強い調整やや強い強い調整たまにほとんど
を行う
調整を行ではない
う が行う 行う 行わない
( 〕（1l 販売計画｀椋準価格決定などの販売 1 2 3 4 5 
j/jで
〕（2l 技術革新、製品開発などの技術面で
） （3) 生産、在庫など製造面で
( ) (4) 設備投資など投資面で
?? ?? ??
5 
問 7．環壊
1. 多様性について
非高常いに か高なり ふつう かなり 非低常いに
い 低い
1 :l!t社の全製品に関して、顧客、流通経路、市場面での 2 3 4 5 
共通性はどの程度でしょうか。
(2l 技術者、設備、必要とされる技術知識等、技術面での 2, 3 4 5 
共通性はどの程度でしょうか。
13 原材料、部品の共通性はどの程度ですか。 2 3 4 5 
2. 不安定性について
非高常いに か高ないり ふつう 低かないり 非低常いに
Il 揖社の原材料、部品の供給業者の価格変更•品質変更 1 2 3 4 5 
・設計変更などの頻度は高いですか．
(21 生産技術に関して、技術の変化のスビードが速いです 1 2 3 4 5 
か。
(3) 競争業者の活動に関して価格変更、製品品質変更、製 2 3 4 5 
品設計変更、新製品のi!J入などの頻度は高いですか
14 政府の監督・行政機瀾の価格に対する法律・規制、製品 2 3 4 5 
の規格・品質、金融方式についての法律、労働法、会計
方式についての法律、などの変更の頻度は高いですか。
_，6 -
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3. 諸関係主体との関係
1) 黄社の製品の主たる販売ルートはどれですか。主たるもの二つをとりあげ0をつけて下さい。
〔〕 1. 製造業者→卸売商（商社） →購買者（小売問）
〔〕 2. 製造業者→自社販売会社→小売商→購買者
〔〕 3. 製造業者 →小売商→購買者
〔〕 4. 製造業者
（〕 5. その他 （ 
→購買者 、?
非常にかなりふつぅかなり 非常に
高い高い 低い低い
121 :I｛社の原材料、部品の供給業者の競争度は窟いですか。 1 2 3 4 
13) 投社は特定の企業グループに属していますか。
141 その企業グ）レープは貴社の戦略形成1こ大きな影響を及
していますか。
1.はい 2.いいえ
非常に やや
大きい 大きい 小さい
2 3 
4. 戦略的競争課題
費社が良社の所属する産業において、競争上の優位性を保つために、最も重要とみなしているものを1つだけ
選び〇をおつけ下さい。
〔〕・ I. 品質・仕様
〔〕 2. 価格
〔〕 3,・広告等の販売促進活勅
〔〕 4. 継続的な新製品導入
〔〕 5. 流通チャネル
〔〕 6. 情報処理システム
5. 最近の環境変化の中で対応に苦慮したものとしてはどのようなものがありますか。その内容をご記入下さい、9?? ?
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8. 貴社の経営戦略の実行にあたって、最近5年間を考えて次の各方面での技術の進展はどの程度の影響を及ぼ
しましたか。
1. マイクロ・エレクトロニクス技術
2. コンビュータ関連技術
3. 通信技術
4. 自動制御技術（メカトロニクス技術）
5. 賓源・エネルギー技術
6. 索材技術
7. バイオテクノロジ一
8. 外国における技術変化の基本的動向
9. 国内における技術変化の基本的動向
10. その他［ご記入下さい→
非常に大きなかなり大きなやや大きな わずかの ほとんa棧覧：
影得を及した影響を及した影唇を及した影唇を及した渕森5なかった
1 2 3 4 5 
1 ・ 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
1 2 3. 4 5 
1 2 3 4 5 
l 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
〕
fl 8. 戦略
I. 新製品開発戦略の中で次のような側面についておうかがいします。
きわめてかなり
積極的積極的
Il 没社は新製品開発に積極的ですか。 1 2 
121 貴社は研究1l1発に積極的ですか。 1 2 
2. 広告販売戦略のIhで次のような側面のli嬰性はどのようなものですか。
•つ?
?
? かなり全く
消極的消極的
4 5 
4 5 
(I 製品のネーミングやパッケージに重点をおいて顧客1こ
働きかけること
121 新l、雑誌、パンフレットによって顧客をひきつけよ
うとすること
131・リペート、品質保証、見本取ディーラーヘルプなどの
活動をもって小売店に働きかけようとすること ］ 2 3 4 5 
3. 流通戦略についておうかがいいたします。流通戦略の中で次のような側面の重要性はどのようなものですか．
非常にかなり ふつう かなり非常に
高い高い 低い低い
I) 基本的流通チャネルを直販とすること 1 2 3 4 5 
l21 基本的流通チャネルを関連会社とすること ・ 1 2 3 4 5 
13} 流通チャネルにおける流通業者の選択 1 2 3 4 5 
A. 価格戦略の中で次のような側面の重要性の高さはどのようなものですか
非常に かなり
高い 高い
ふつう
1 2 
1 2 
1 2 
1 2 
非常にかなり
高い 高い
2 
ふつ．う かなり 非常に低い 低い
? ? ?
? ? ? ?
Il・コストプラス必要利益による価格設定
121 競争業者の価格設定に対抗できる価格水準
131 流通業者の要求に合致した価格水準
141 法令や規則にもとづいた価格
???
かなり 非常に
低い 低い
4 5 
4 5 
4 5 
4. 5 
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5. 貸社は技術水準の向上にあたって次のような方法をどの程度重視していますか。該当するものに0をつけて
下さい。
最優先非常に かなり やや わずかに
璽視 重視 重視考慮
Il オリジナルな技術の創造 I 2 3 4 5 
121 特許導入、技術提携 1 2 3 4 5 
131 ・他社製品の徹底的研究 l 2 3 4 5 
141 諸技術の結合力の育成 l 2 3 4 5 
15) 要索技術の展開 I 2 3 4 5 
16) 部品の内製化による技術水準の向上 I 2 3 4 5 
6. 研究開発に対する支出や投資は次の各項目へどのように重点をおいて配分されていますか。該当するものに
0をつけて下さい。 直点配分やや重視 軽視
Ili 1i礎研究 1 2 3 
121 既存製品の改良 L 2 3 
131 モデルチ上ンジ、デザイン、流行の研究 I 2 3 
141 新製造方法の開発、工程の改善 I 2 3 
7. 生産に当って次のような方針をどの程度棺視していますか
Il 品質第一
121 コストの低減
131 働きやすい職場
14) 製造方法、製造工程の改良による効9祁化
151 省）J化
16) 製造］：程の革新・栢度化・目動化
最優先 非常に かなり姻玉視
2 3 
2 3 
2 3 
2 3 
2 3 
2 3 
??
???
ゃ ?`~ ???
????
?
8. 海外への対応について、該当するものすぺて1COをつけて下さい。 （最近5年間に箸目して）
〔〕 1) 外国企業から特許・ノウハウを導入
(〕 12) 自社海外販売子会社を通じて自社プランドで販売
() 131 商社を通じて自社プランドで販売
〔〕 14) 外国企業を通じOEMで販売
〔〕 15 外国企業に特許を供与
() 16) 現地工場の設立・買収
9. 海外進出のメリットをお答え下さい。
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?
9. 経営資源
1. 貴社の強みや独自能力についておうかがいします。
次のような項目の優秀性をどのように評価されますか。
Il 価格的競争力の強さ
12) 製品の品質
131 一般的市場地位
141 流通業者との関係
15) 梢費者のイメージ
16) 技術的優秀性
171 技術開発能力
181 労使協調の姿勢
191 海外への進出状況＇
非常に優かなり優やや優れやや劣っかなり劣
れているれている ている ているっている
l 2 3 4 5 
l 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
I 2 3 4 5 
l 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
I 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 
2. 人的沼源の活性化のために次のような方法のうち、どれを採用されていますか。該当するものに0をつけて
下さい。
() I) 社内教育
() 121 臓能等級制度
() 131 ローテーション人事
(〕 141 符理職登用・昇級試験
(〕 15) 選択定年制
3. 毀社は、情報資源としての次のような環境1i'J報をa~hのどの方法で入手していますか。
入手の頂要度に応じて a. b. c. d. e. f. 
1. きわめて重要
顧部親関社社
客品
と供
会連内外
2. やや重要 の給
社会調調
接業
か社査在
3. 重要でない 触者ら 部醤
というスコアを各〔）内 を念 互
にご記入下さい。 て
{I) 経済斑境のマクロ的経済的
情報、たとえば景気勁向、
国際経済動向など
12) 産業勁向、市場勁I句など
131 科学技術情報など
141 共社の製品の技術的問題点
など
15) 貴社の製品の市掲地位や
競争力など
161 貴社の経営姿勢や社風など
〔〕
?）?
??
? ?（?
〔〕
〔）
〔〕
〔〕
（） 
〔〕
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（） 
〔〕
））））???
〔〕
?、
?
、 ? ?
?
（（（（（?
?
???????
）））????
、
?
?
（（（
?????????
???????
?
? ?
）?
??
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問 '0.経営意思決定システム
,. 貴社の代替案作成・決定様式を表現するのに次のことばはどの程度当てはまりますか。
全そのく通り かてなはまり当る てやはや当まる少当てしだはけまる全は然まら当芯てヽ
Il 常にオリジナルな発想をもっている。 I 2 3 4 5 
{2) 新たな事態への適応がすばやい。 I 2 3 4 5 
(31 重大な決定を果敢に行う。 I 2 3 4 5 
141 失敗からたえず学びとっていこうとする。 I 2 3 4 
15} 全貝一致の決定を行おうとする。 1 2 3 4 
16) 多少の反対は強力なリーダーシップでのりきる。 l 2 3 4 5 
171 高い目標めざしてがんばる。 I 2 3 4 5 
(8) 小回りのきく決定を行っている。 I 2 3 4 5 
2. 貨社は問題解決にあたって次のような方法をどの程度重視していますか。
全く かなり当やや当て少しだけ 全然当て
その通りてはまる はまる当てはまるはまらない
(1 企業に固有の一貫した価値を強調する。 I 2 3 4 5 
121 個々の問題に適当な標準化された手続きを適用して解決する。 I 2 3 4 5 
131 部門毎の価値の差異を念頭において解決をはかる。 3 4 5 
141 ケース・パイ・ケースの問題解決方法をとる。 2 3 4 5 
3. 紐織が、その戦略、行動を通じての経験から環災に適応するための有効な知識を蓄租していくことを組織学
習ということにすれば、糞社ではそれぞれのクイプの組織学習をどれ程重視する雰囲気をもっていますか。
全く かなり当やや当て少しだけ 全然当て
その通りてはまるはまる 当てはまるはまらない
(!) 結果は二の次でまずやってみることを強調する。 I 2 3 4 5 
121 得られた結果がどういう意味をもつかを重視する。 2 3 4 
131 環境の変化に適応的に考え方を変えることを強調する。 2 3 4 5 
14) 上司からのアドバイスを重視する。 2 3 4 
15) 仲間集団からのアドパイスを直視する。 2 3 4 5 
{61 QC等を通じた集団的学習を重視する。 2 3 4 5 
(7) 失敗や不適合から学ぶようにする。 2 3 4 5 
(8) 基本的なものの考え方から変えるようにする。 1 2 3 4 5 
4. 次のような経営計画手法や経営管理システムを採用しておられますか。該当するものすべてに0をつけて下
さい。
( J Il プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント
経（〕 121 不測事態対応（コンティンジェンシー）計画
営〔〕 131 ゼロ・ペース予算
計
画
〔〕 141 短期経営計画
手〔〕 151 中期経営計画
法〔〕（6) 戦略的長期経営計画
（〕（7) 資本予算
(J (Bl PPBS 
-11-
() Il 目標管理制度
経（〕（2) 管理者の社内教fiプログラム
喜（〕 131 弾力的予算統制システム
理（〕（41 経営情報システム
シ
ス〔〕（51 マトリックス組織
テ〔） （6) 戦略事業単位(SBU)
ム．
(〕（7) プロジェクト・マネジャー制
〔〕（8) プロダクト・マネジャー制
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6. 貴社の戦略実行を支えている情報のストックとして次のものはどのような有効性をもっていますか．
非加こかなり やや やや非常に
強い 強い強い 弱い 弱い
1 2 3 4 5 
I 2 3 4 fi 
Il 創業者または歴代経営者のものの考え方
121 経営理念
131 その企業が遣遇した一速の出来事から企粟成員が共有
するにいたっている教訓、経験
14 将来についての共有されたピジョン
151 各職能分野でなされている学習(QC,TQC.など）の成果
(61 研究開発、特許管理によってもたらされた成果
????????????
闊 1. 貴社の各穂の意思決定における各階凪各部門の発言力、影響力についておうかがいします。
1. 一般に各部門での主要決定への発言力は、各階層においてどのように異なりますか。 あてはまるものを
〔1,2,3)の中から選び〇をつけて下さい。 1＝強い 2＝やや強い 3＝弱い
課長 部長 担当役員 トッブ
Il 販売・マーケティソグ 〔1,2,3) 〔l,2，釘 〔1,2, 3〕 〔1.2, 3) 
(2) 製造 (l,2，切 （1, 2,3〕 （l, 2, 3) 〔1,2, 3〕
(3) 研究・開発 （l, 2,3〕 〔l,2，切 （l, 2, 3〕 (I, 2, 3〕
2.一般に次の部門は貴社の戦略決定について、どれほどの発言力や影響力をもっていると思われますか．
あてはまるものIZ:0をつけて下さい。 呵位：かなり やP やや 非常に
強い 強い 弱い 弱い
Il 販売・マーケティング ．I 2 . 3 4 5 
12)製造・ ・I 2 3 4 5 
(3) 研究・開発 1 2 3 4 5 
(4] 資材・購買 1 2 3 4 5 
(5) 財務•会計 1 2 3 4 5 
(6) 総務・人事・労務 I 2 3 4 5 
(7) 社長室・企画 1 2 3 4 5 
3. 技衡の高度化という現状に対処するには、次の部門は貴社の戦略的決定について、どれほどの発言力をもっ
のが望ましいと思われますか。 あてはまるものIZ:0をつけて下さい。
非常に かなり
強い強い
2 
1 2 
1 2 
1 2 
l 2 
l 2 
1 2 
（1) 販売•マーケティング
(2l 墓
(3) 研究・開発
(4) 資材・購買
(5) 財務•会計
(6) 総務・人事・労務
m社長室・企画
?
??
????
??
? ?
???
? ??
???
?
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問 12. 貴社の成果についておうかがいいたします。貴社の最近5年間の業績を貴社が明示的または暗黙のうちに設定
した長期目標との関係でどのように評価されますか。また貴社の成果を同業他社と比べたときどのように評価
されますか．
長期的目概との関係で 同業他社との比較で
Il 売上裔伸び率
121 利益伸び率
13 市場占有率
14 投下狡本利益率
15) 配当率
16) 株価
17) 新製品比率
(8) 翰出比率
191 工程の自勁化革新
叩 品質の向上
皿 情報システムの改善
四従業員の定苔半
03 従業貝のモラール
閥人材育成
U9 企業の社会的イメージ
?????
????????
??
????????
?????
?????????????
?????
????????
???
????????
??
????
?????
??
?? ? ??
問 13. 貴社の生産工程革新と製品革新が次の分野へ及ぼす影響のかなり大きいものを3つ選んで｀当該の場所に0を
ご記入下さい。
〔〕(1) 同業他社への技術的刺激
（ 〕（21 同業他社へのコスト削減への刺激
( ) 13 毀社の関連企業への技術水準向上への刺激
〔）14) 関述企没へのコスト削減への刺激
〔 ）15) 流通栗者の流通方法へのインパクト
16) 従業員の労働内容
( ) (7) 顧客の企業へのイメージ
〔〕（81 地域経済の発展への寄与
（ ：J（9) ユーザーの生活の質的向上
ご多忙中のとこる、調査にご協力ありがとうございました。この調査に
関して感想やご意見がございましたら、お間かせ下さい（裏面の余白など
自由にお書き下さい）
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回答企業リスト（アイウェォ順）
(459)101 
【ア行】
アイシン精機（株）
愛知製鋼（樹
アイワ（樹
曙プレーキ工業（樹
旭硝子（樹
味の素圏
安立電気（樹
厚木自動車部品（株）
アルプス電気（樹
池上通信機（樹
石川島播磨重工業圏
伊奈製陶（樹
岩崎通信機（樹
エー ザイ（樹
江崎グリコ圏
エスエス製薬圏
ヱスピー 食品（樹
エヌ・テー・エヌ
東洋ベアリング（刷
圏荏原製作所
大阪チクニウム製造（樹
岡野バルプ製造（株）
岡本理研ゴム（樹
沖電気工業（株）
沖電線（樹
オリエント時計（樹
【力行］
カゴメ（株）
萱場工業像）
（株）河合楽器製作所
川崎製鉄圏
関東自動車工業（樹
圏北沢バルプ
北日本食品工業（樹
1983年5月20日現在 170社（回収率34%)
キッコー マン憮） 住友金属工業（樹
キュー ピー （樹 住友金属鉱山（樹
麒麦酒（樹 住友ゴム工業（樹
久保田鐵工（樹 住友電気工業（樹
栗田工業（刷 セイレイ工業圏
呉羽化学工業（樹 ソニー （樹
黒崎窯業（株）
圏小糸製作所
合同製鐵（株）
神戸生絲圏
光洋精工（株）
コクヨ圏
小西六写真工業圏
圏コパル
【サ行］
佐世保重工業（株）
佐野安船渠（株）
山水電気（株）
サンデン（樹
山陽国策パルプ（樹
三洋電機（樹
山陽特殊製鋼圏
三楽ォーシャン（刷
圏資生堂
シチズン時計（株）
品川白煉瓦（樹
圏島津製作所
島野工業（樹
シャープ（株）
昭和産業圏
昭和石油（株）
昭和電工（樹
昭和電線電鏡（樹
神栄圏
新明和工業（樹
［夕行】
大協石油（株）
大昭和製紙（樹
ダイセル化学工業株）
台糖（樹
大同特殊鋼憐
大日日本電線圏
大日本塗料（樹
圏多田野鉄工所
秩父セメント圏
千代田紙業（株）
圏椿本チェイン
ティアック（樹
TDK（樹
帝人（刷
電気化学工業（樹
東海パルプ（樹
東京芝浦電気（樹
東京シャリング（樹
圏東京精密
東京鐵鋼（捌
東洋運搬機（樹
東洋エンジニアリング（樹
東洋工業圏
東洋ゴム工業圏
東洋水産圏
東洋曹達工業圏
徳山曹達（樹
戸田工業（樹
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トピー 工業（樹 福助圏 【ラ行］
（株）トヤマキカイ 藤倉電線（株） 圏リケン
豊田合成（樹 （樹不二越 圏リコー
圏豊田自動織機製作所 藤沢薬品工業（樹 リッカー圏
富士写真フィルム（樹
［ナ行］ 富士通圏
内海造船（樹 フジテック圏
圏中山製鋼所 圏不二家
ニチアス圏 プリヂストンクイヤ圏
日産化学（樹 プリマハム（株）
日東紡績（樹 豊年製油（樹
日本楽器製造圏 圏保谷硝子
日本鉱業（樹 本州製紙（株）
日本合成ゴム（樹
日本酸素圏 ［マ行］
日本車輌製造（樹 圏マキク電機製作所
日本触媒化学工業圏 松下電器産業（樹
日本食品化工圏 三井製糖圏
日本ステンレス（樹 三井東圧化学（樹
日本精工圏 三菱瓦斯化学（樹
（株）日本製鋼所 三菱樹脂圏
日本セメント（樹 三菱電機（樹
日本電気（樹 三菱油化（樹
日本甜莱製糖圏 三菱レイヨン（樹
日本電装（樹 三ツ屋ペルト（樹
日本発条圏 圏ミドリ十字
日本マランツ（樹 ミヨシ油脂（樹
日本ラヂヱークー圏 圏村田製作所
日本冷蔵（刷 圏明電舎
【ハ行］ 【ヤ行］
林兼産業圏 圏安川電機製作所
日立化成工業（樹 ヤマハ発動機（株）
日立金属（樹 ユニチカ（株）
日立工機（樹 横浜ゴム（樹
日立コンデンサ圏 圏淀川製鋼所
日立造船（樹
日野自動車工業圏
ヒロセ電機圏
